
     
   第３章    第３章    第３章    第３章 砂防・地すべり・急傾斜地 砂防・地すべり・急傾斜地 砂防・地すべり・急傾斜地 砂防・地すべり・急傾斜地               

              特定緊急砂防事業（広島市安佐北区）特定緊急砂防事業（広島市安佐北区）特定緊急砂防事業（広島市安佐北区）特定緊急砂防事業（広島市安佐北区）    
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１１１１    砂防関係事業の概要と整備方針 砂防関係事業の概要と整備方針 砂防関係事業の概要と整備方針 砂防関係事業の概要と整備方針 広島県は，県土の約７割が山地であり，崩壊し易い風化花崗岩（マサ土）と流紋岩等から構成される地質が，南部を中心とした人口密集地域に広く分布し，長雨や集中豪雨を起因とする，がけ崩れや，土石流等の土砂災害の被害を何度も受けてきた。こうした背景から「ひろしま砂防アクションプラン」を策定する等，総合的な土砂災害対策の推進を行ってきたところである。 また，平成 26年８月 20日に発生した土砂災害を踏まえ，土砂災害発生箇所の復旧対応や住宅密集地の優先整備などの効果的・効率的なハード対策の推進や，土砂災害警戒区域等の指定の加速化，「広島県『みんなで減災』県民総ぐるみ運動」と連携させた各種ソフト対策の強化・拡充を盛り込んだ「ひろしま砂防アクションプラン 2016」を平成 28年３月に策定し，ハード・ソフト一体となった総合的な土砂災害防止対策を推進することとしている。 
 (1)(1)(1)(1) 「ひろしま砂防アクションプラン 2016」の概要 「ひろしま砂防アクションプラン 2016」の概要 「ひろしま砂防アクションプラン 2016」の概要 「ひろしま砂防アクションプラン 2016」の概要 ①①①① 基本方針 基本方針 基本方針 基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②②②② 計画期間 計画期間 計画期間 計画期間 平成 28 年度～平成 32 年度（5年間） 
 (2)(2)(2)(2) 事業の概要 事業の概要 事業の概要 事業の概要 ①①①① ハード対策 ハード対策 ハード対策 ハード対策 (ア)(ア)(ア)(ア) 砂防対策 砂防対策 砂防対策 砂防対策 重要水系の治水機能を維持するため，水源地域の保全を図る荒廃対策，県民の生命及び財産の安全を確保するための土石流対策を基本とし，明治 30 年に砂防法が施行された。    本県には，9,964 の土石流危険渓流があり，このうち県の整備計画に基づき，平成29 年度末までに 1,945 渓流を砂防指定地として指定し，効率的かつ重点的に堰堤及び護岸等の砂防設備を整備している。  (イ)(イ)(イ)(イ) 地すべり対策 地すべり対策 地すべり対策 地すべり対策 土地の一部が地下水等に起因してすべり，人家・農耕地・道路・河川及び橋梁等に被害を与えている。この対策として昭和 33年に地すべり等防止法が施行された。 

（※ 10 年マイルストン：大規模地震発生や集中豪雨により災害が発生した際に重要な役割を担う，地域の防災拠点 及び大規模避難所（小・中学校）を保全する箇所について，10 年間を目途に整備を行うこととし集中投資を行う。） 
 

 ハード・ソフト ハード・ソフト ハード・ソフト ハード・ソフト 一体となった 一体となった 一体となった 一体となった 総合的な土砂 総合的な土砂 総合的な土砂 総合的な土砂 災害防止対策 災害防止対策 災害防止対策 災害防止対策 
     自助・共助・公助による地域防災力の向上（ソフト対策） 自助・共助・公助による地域防災力の向上（ソフト対策） 自助・共助・公助による地域防災力の向上（ソフト対策） 自助・共助・公助による地域防災力の向上（ソフト対策） ■ 土砂災害警戒区域等の指定の加速 ■ 気象条件の変化や情報伝達・収集手段の多様化を踏まえた警戒避難対策 ■ 地域防災力向上のための「土砂災害 啓発・伝承プロジェクト」の推進 

 土砂災害防止施設の充実･強化（ハード対策）土砂災害防止施設の充実･強化（ハード対策）土砂災害防止施設の充実･強化（ハード対策）土砂災害防止施設の充実･強化（ハード対策） ■ 再度災害防止のための緊急対応  ■ 10 年マイルストン※の設定による計画的な事業実施  ■ 事業の優先順位に基づく効果的・効率的な整備の実施 
 土砂災害防止施設の適正な補修による有効活用（老朽化対策）土砂災害防止施設の適正な補修による有効活用（老朽化対策）土砂災害防止施設の適正な補修による有効活用（老朽化対策）土砂災害防止施設の適正な補修による有効活用（老朽化対策） ■ 戦略的な維持管理の推進 

視 点 視 点 視 点 視 点 施 策 の 柱 施 策 の 柱 施 策 の 柱 施 策 の 柱 
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本県には，80 の地すべり危険箇所があり，このうち平成 29年度末までに地すべり防止区域として指定済の 28箇所に対し，集水ボーリング等の地すべり防止施設を整備している。  (ウ)(ウ)(ウ)(ウ) 急傾斜地対策 急傾斜地対策 急傾斜地対策 急傾斜地対策 一瞬にして人命及び財産を奪うがけ崩れ災害から国民の生命を保護するため，昭和44 年に急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律が施行された。 本県には，21,943 の急傾斜地崩壊危険箇所があり，このうち平成 29 年度末までに急傾斜地崩壊危険区域として指定済の 2,112 箇所に対し，法枠等の急傾斜地崩壊防止施設を整備している。  (エ)(エ)(エ)(エ) 雪崩対策 雪崩対策 雪崩対策 雪崩対策 雪崩による災害から人命を守るため，集落の保護を対象とした制度として，雪崩対策事業が創設され，昭和 60 年度から実施されている。 本県には，336 の雪崩危険箇所があり，４箇所が整備済みとなっている。  ②②②② ソフト対策 ソフト対策 ソフト対策 ソフト対策 (ア)(ア)(ア)(ア) 土砂災害警戒区域等の指定の加速 土砂災害警戒区域等の指定の加速 土砂災害警戒区域等の指定の加速 土砂災害警戒区域等の指定の加速 土砂災害から国民の生命，身体を守るため，土砂災害のおそれのある区域を明らかにし，警戒避難体制の整備や新規宅地開発の抑制等を目的とする土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき，土砂災害警戒区域等の指定を推進しており，平成 29年度末までに県内全市町において 27,769 箇所を指定している。平成 26年の 8.20 土砂災害を踏まえ，平成 27年度から基礎調査と区域指定の加速化を行っており，全県の基礎調査を平成 30年度末まで，区域指定を平成 31年度末までに完了させることを目標とし，全力で取り組んでいる。  (イ)(イ)(イ)(イ) 気象条件の変化や情報伝達・収集手段の多様化を踏まえた警戒避難対策 気象条件の変化や情報伝達・収集手段の多様化を踏まえた警戒避難対策 気象条件の変化や情報伝達・収集手段の多様化を踏まえた警戒避難対策 気象条件の変化や情報伝達・収集手段の多様化を踏まえた警戒避難対策 土砂災害への備えや警戒・避難に役立てるため，雨量情報，土砂災害警戒情報，土砂災害危険箇所及び警戒区域等の情報を，インターネットやメール通知サービスにより提供している。さらに，平成 26年 12 月からＮＨＫ広島放送局のデータ放送で土砂災害危険度情報の提供，平成 30 年３月からは，土砂災害警戒情報発表の迅速化等，警戒避難支援の機能拡充に取り組んでいる。  (ウ)(ウ)(ウ)(ウ) 「土砂災害 啓発・伝承プロジェクト」の推進 「土砂災害 啓発・伝承プロジェクト」の推進 「土砂災害 啓発・伝承プロジェクト」の推進 「土砂災害 啓発・伝承プロジェクト」の推進 平成 26 年の 8.20 土砂災害の教訓を踏まえ，再び同じ災害を繰り返さないためには，土砂災害に関する防災意識の醸成を図るとともに，災害の記憶を風化させず，被災の事実を後世に伝承していく必要がある。「土砂災害 啓発・伝承プロジェクト」では，土砂災害への防災意識を県民へ広く啓発することに加えて，被災事実を地域に確実に伝承していく取組を積極的に実施することで，地域防災力の向上を推進している。  ③③③③ 直轄砂防事業 直轄砂防事業 直轄砂防事業 直轄砂防事業 平成 13 年度から広島西部山系において，国（国土交通省）が事業を実施している。  
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(3)(3)(3)(3) 区域の概況                           区域の概況                           区域の概況                           区域の概況                           平成 30年 3月 31日 現在    

    ２２２２    平成 30年度事業の内容           平成 30年度事業の内容           平成 30年度事業の内容           平成 30年度事業の内容           （単位：千円）     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３３３３    砂防関係施設の維持管理 砂防関係施設の維持管理 砂防関係施設の維持管理 砂防関係施設の維持管理 本県では，現在，砂防法，地すべり等防止法及び急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づき，砂防指定地，地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域を指定しており，この各指定地内の管理にあたっては，標識・標柱を設置し，指定区域を明確にするとともに，不法行為の取締り，パトロールの強化及び警戒避難体制の整備等を行っている。 また，砂防設備，地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設の維持修繕についても，アセットマネジメントの点検結果に基づき，緊急度の高いものから計画的に修繕を実施している。 なお，急傾斜地崩壊防止施設の維持修繕のうち土砂の除去や標識の補修や更新等については，一部を除く市町に対して事務を移譲している。 

   区分       事務所 (支所) 砂  防  指  定  地 地すべり防止区域 急傾斜地崩壊危険区域 土砂災害警戒区域等 指 定 渓流数 指定 面積 (ha) 指定 延長 (km) 危 険 渓流数 指 定 箇所数 指定 面積 (ha) 危 険 箇所数 指 定 箇所数 指定 面積 (ha) 危 険 箇所数 土石流 急傾斜 地すべり 合計 警戒 区域 特別 警戒 区域 警戒 区域 特別 警戒 区域 警戒 区域 特別 警戒 区域 警戒 区域 特別 警戒 区域 西 部 546 3,741.4 658.3 3,262 2 20.1 9 586 348.3 5,027 2,075 1,804 3,747 3,586 1 0 5,823 5,390 呉 (支所) 276 849.3 221.5 798 0 0 0 755 487.9 2,086 1,195 1,054 2,005 1,820 0 0 3,200 2,874 廿日市 (支所) 155 789.0 193.2 575 1 52.1 6 138 90.9 1,021 773 683 1,160 1,124 2 0 1,935  1,807 安芸太田 (支所) 132 1,446.3 234.8 420 3 17.0 11 56 84.6 914 795 697 1,207 1,192 4 0 2,006 1,889 東広島 (支所) 198 1,717.2 260.8 916 1 10.0 1 186 187.1 2,865 1,327 1,154 1,995 1,912 0 0 3,322 3,066 東  部 139 3,182.1 187.1 1,227 8 126.3 15 135 104.0 3,068 1,063 935 2,380 2,295 8 0 3,451 3,230 三 原 (支所) 247 2,281.1 347.1 1,357 3 25.8 7 193 142.2 3,638 1,246 1,072 2,351 2,292 5 0 3,602 3,364 北  部 134 722.1 192.4 515 1 5.1 2 38 36.2 1,300 633 589 1,232 1,198 1 0 1,866 1,787 庄 原 (支所) 118 897.9 188.4 894 9 283.1 29 25 31.5 2,024 1,035 950 1,517 1,505 12 0 2,564 2,455 計 1,945 15,626.4 2,483.6 9,964 28 539.5 80 2,112 1,512.7 21,943 10,142 8,938 17,594 16,924 33 0 27,769 25,862 ※ 渓流が複数の建設事務所（支所）管内にまたがる場合があるため，計は各建設事務所（支所）の合計に一致しない。 ※ 指定面積，指定延長は小数第２位を四捨五入 区   分 事 業 内 容 予 算 額 土砂災害防止施設の整備 国直轄事業 直轄砂防事業 （広島西部山系直轄砂防） 2,267,967 （県負担金）  補助公共事業 土石流対策          94 箇所（うち特定緊急砂防事業     1 箇所） 急傾斜地崩壊対策       100 箇所 地すべり対策          ３箇所 2,573,550 （うち 199,500） 2,954,700 29,400 単独建設事業 土砂災害防止対策 58 箇所 942,000 土砂災害防止法に基づく 土砂災害警戒区域等の指定等 土砂災害警戒区域等の指定の基礎となる地形，地質等の調査 4,017,000 土砂災害警戒情報の提供等 情報提供システムの拡充等 37,800 単独維持修繕事業 老朽施設の修繕等 819,000 合       計 13,641,417 
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      第４章 海 岸              第４章 海 岸              第４章 海 岸              第４章 海 岸                

        港湾海岸保全施設整備事業 尾道糸崎港海岸機織地区（福山市）港湾海岸保全施設整備事業 尾道糸崎港海岸機織地区（福山市）港湾海岸保全施設整備事業 尾道糸崎港海岸機織地区（福山市）港湾海岸保全施設整備事業 尾道糸崎港海岸機織地区（福山市） 
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１１１１    海岸の概要海岸の概要海岸の概要海岸の概要 本県の海岸総延長は約 1,128kmで，このうち海岸法（昭和 31年法律第 101号）の規定に基づき約581kmが海岸保全区域に指定されている。内訳は，国土交通省（水管理・国土保全局）所管区域約59km，国土交通省（港湾局）所管港湾区域約 349km※，農林水産省（水産庁）所管漁港区域約 79km※及び農林水産省（農村振興局）所管区域が約 95km※である。（※ 重複区間を含む。） 海岸の整備は，高潮・波浪又は地盤変動による災害から，県民の生命と財産を防護するため，未整備海岸及び老朽化の著しい護岸，堤防の整備を重点的に推進するとともに，周辺の景観や自然資源との調和を図りながら，利用しやすく，親しみやすい，潤いのある海岸環境の整備を推進する。 また，平成 23 年３月に発生した東北地方太平洋沖地震等を踏まえ，従来考慮していなかった津波対策を盛り込むとともに，地震対策など減災対策を明記し，「広島沿岸海岸保全基本計画」を平成26 年９月に変更した。 
 (1)(1)(1)(1) 海岸の管理区分 海岸の管理区分 海岸の管理区分 海岸の管理区分                    管理者 種 別 

指   定 広  島  県 国土交通省海岸（水管理・国土保全局） 海岸保全区域の指定は知事 

土木建築局    〃   （港湾局） 〃 農林水産省海岸（水産庁） 〃 

      〃     （農村振興局） 農林水産局 

 (2)(2)(2)(2) 海岸の現況                               海岸の現況                               海岸の現況                               海岸の現況                               （単位：km）    所 管 省 庁 海 岸 線 延 長 
海 岸 保 全 区 域 延 長 総 数 1,128.401  581.304 国 土 交 通 省 （ 水 管 理 ・ 国 土 保 全 局 ） 

376.365  58.581 〃 （ 港 湾 局 ） 
501.949  （5.464） 348.593 （5.464） 農 林 水 産 省 （ 水 産 庁 ） 
153.491 (0.580)  78.648 (0.580) 〃 （ 農 村 振 興 局 ） 
96.596  （6.044） 95.482 （6.044） （注）平成29年度（版）海岸統計基礎資料による。    （ ）は，港湾局，水産庁及び農村振興局の重複区間で内数である。 

 ２２２２    海岸の整備方針海岸の整備方針海岸の整備方針海岸の整備方針 平成 27年度に策定した「ひろしま海岸整備プラン 2016」に基づき，高潮，波浪及び津波等による災害から県民の生命と財産を防護し，県土の保全を図るため，海岸保全施設の整備を進める。  【ひろしま海岸整備プラン 2016】 【ひろしま海岸整備プラン 2016】 【ひろしま海岸整備プラン 2016】 【ひろしま海岸整備プラン 2016】 「ひろしま海岸整備プラン 2016」は，本県の目指す将来像を示した「ひろしま未来チャレンジ ビジョン」及びこれを実現するための「社会資本未来プラン」「2020 広島県農林水産業チャレンジプラン」に基づき，計画的に海岸事業を推進するための実施計画である。       計画期間：平成 28（2016）年度～平成 32（2020）年度（5年間） 投資予定額：概ね 130億円 
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３３３３    平成 30年度事業の内容平成 30年度事業の内容平成 30年度事業の内容平成 30年度事業の内容                       （単位：千円）              区分 事業名 
予 算 額 説    明 

 
 公 
 
 
 
 
 
 
 共 
 
 

水管理・

 

国土保全局

 

高 潮 対 策 事 業 141,000 天応海岸(呉市)など２海岸の護岸工事等 計 141,000  
港 

 湾 
 局 

港湾海岸保全施設事業 731,000 広島港（広島市）など９港の堤防， 護岸の改良，補強工事等 港湾海岸環境整備事業 63,000 広島港（坂町）の避難通路整備 海 岸 堤 防 等 老 朽 化 対 策 緊 急 事 業 
211,000 川尻港（呉市）など２港の護岸の老朽化対策工事 国 直 轄 事 業 負 担 金 （ 海 岸 事 業 ） 
272,000 広島港の護岸の改良工事等 計 1,277,000  水 

 産 
 庁 

高 潮 対 策 事 業 111,510 横田漁港(福山市)の離岸堤等整備など2漁港の高潮対策工事等 海 岸 堤 防 等 老 朽 化 対 策 事 業 
41,475 地御前漁港(廿日市市)など2漁港の護岸の老朽化対策工事等 効 果 促 進 事 業 5,250 高潮浸水想定区域指定に伴う調査 計 158,235  合 計 1,576,235  

 

 ４４４４    海岸の維持管理海岸の維持管理海岸の維持管理海岸の維持管理 県内の海岸保全区域に指定されている約 581ｋｍの海岸のうち，土木建築局が所掌する国土交通省（水管理・国土保全局，港湾局）所管及び農林水産省(水産庁)所管の計約 486ｋｍについて，護岸や防潮扉の計画的な点検や修繕を行い，海岸保全施設の機能を維持する。 また，海岸保全区域については，海岸の適正な利用の促進と，海岸環境の保全を図り，海岸の多様な機能が十分発揮されるよう管理するとともに，それ以外の公共の海岸である一般公共海岸区域についても適正な管理を行う。    平成30年度海岸維持修繕実施計画             平成30年度海岸維持修繕実施計画             平成30年度海岸維持修繕実施計画             平成30年度海岸維持修繕実施計画           （単位：千円）    区    分 種    別 予 算 額 国土交通省（水管理・国土保全局） 海 岸 維 持 修 繕 費 
海岸保全施設の機能維持 100,000 国 土 交 通 省 （ 港 湾 局 ） 海 岸 維 持 修 繕 費 

〃 961,161 農 林 水 産 省 （ 水 産 庁 ） 海 岸 維 持 修 繕 費 
〃 84,164 注：国土交通省（港湾局）海岸維持修繕費は，港湾維持修繕費を含めた額である。 注：農林水産省（水産庁）海岸維持修繕費は，漁港維持修繕費を含めた額である。 
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      第５章 空 港             第５章 空 港             第５章 空 港             第５章 空 港         

 
    広島～シンガポール線（広島～シンガポール線（広島～シンガポール線（広島～シンガポール線（H29.10.30H29.10.30H29.10.30H29.10.30新規就航 シルクエアー）新規就航 シルクエアー）新規就航 シルクエアー）新規就航 シルクエアー）    
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１１１１    広島空港の概要 広島空港の概要 広島空港の概要 広島空港の概要 (1)(1)(1)(1) 広島空港の現状 広島空港の現状 広島空港の現状 広島空港の現状 広島空港は，3,000ｍの滑走路，９つのスポットを有するエプロンや最新鋭の設備とともに，31,000㎡の旅客ターミナルビル，3,900㎡の貨物ターミナル施設などを備えた中国・四国地方最大の空港である。 また，平成 29年 10 月 29 日から，空港の運用時間が夜間１時間延長され，15時間（7：30～22：30）となっている。 国内定期路線は，１日 18便運航している東京（羽田）線を含め５路線が就航し，また，国際定期路線は，平成 29年 10 月 30 日から，シンガポール線が就航し，全国第８位である週 30便のネットワークが構築され，上海線及び台北線はデイリーで運航されている。 今後も中国・四国地方の拠点空港として，また，本県の新たな経済成長を支えるグローバルゲートウェイとして，引き続き利便性の向上や機能の充実に努める。  広島空港の概要 設  置  管  理  者 国土交通大臣 飛 行 場 の 種 類 空港法第４条第１項第５号に掲げる空港 供  用  開  始  日 平成５年 10 月 29 日（3,000ｍ滑走路供用：平成 13年１月 25日）   施   設   概   要   

告 示 年 月 日         平成 12 年 12 月 28 日（運輸省告示 414号） 管  理  面  積  1,948,484㎡ 基  本  施  設 （ターミナル拡張計画を含む。） 着 陸 帯 長 さ 3,120ｍ×幅 300ｍ 滑 走 路 長 さ 3,000ｍ×幅  60ｍ 誘 導 路 総延長 3,290ｍ エ プ ロ ン 120,300㎡（サブターミナルを含む。） 航  空  灯  火 進入灯,進入角指示灯,中心線灯,滑走路灯,誘導路灯,エプロン照明灯等 通  信  施  設 遠隔空港対空通信施設，飛行場情報放送業務施設 航空保安無線施設 ＩＬＳ（計器着陸装置）,ＡＳＲ（空港監視レーダー）, ＳＳＲ（二次監視レーダー）, ＶＯＲ／ＤＭＥ（超短波全方向無線標識装置／距離測定装置） 気象観測施設 滑走路視距離測定器,風向風速観測装置,雲高測定器等 運用時間 15時間（利用時間：７時 30 分から 22時 30 分まで）  (2)(2)(2)(2) 広島空港計器着陸施設高度化（ＣＡＴ-広島空港計器着陸施設高度化（ＣＡＴ-広島空港計器着陸施設高度化（ＣＡＴ-広島空港計器着陸施設高度化（ＣＡＴ-ⅢⅢⅢⅢｂ）整備事業 ｂ）整備事業 ｂ）整備事業 ｂ）整備事業 広島空港は，季節により霧，雲に覆われることが多く，視程不良による欠航，ダイバート（目的外空港への着陸），遅延等が発生しており，その改善が強く求められてきた。 このため，平成 15 年度に国土交通省の事業として計器着陸施設の高度化事業（ＣＡＴ-Ⅲａ）が新規採択され，平成 16年度から本格的に工事着手し，平成 20 年６月に運用を開始した。また，平成 21 年６月からは，高度なＣＡＴ－Ⅲｂに移行し運用を開始した。 なお，平成 27年４月の航空機事故により破損した高度計器着陸装置（ＣＡＴ－Ⅲｂ）については，平成 27年９月に復旧している。 -35-



(3)(3)(3)(3) アクセスの充実 アクセスの充実 アクセスの充実 アクセスの充実 広島空港へのアクセスとして，広島（広島駅新幹線口・広島バスセンター・平和大通り），呉，三原，尾道，福山，三次，西条からのリムジンバス，ＪＲ白市駅からの空港連絡バス，竹原からの乗合タクシーが，それぞれ運行されている。  また，広島空港県営第１駐車場において，平成 28年７月からカーシェアリング（ラウンドトリップ方式）の社会実験を実施し，平成 29年４月から本格導入するとともに，平成 29 年５月からは広島空港県営第１駐車場と県内 18 箇所の間でワンウェイ方式（乗り捨て）のカーシェアリングを導入している。 なお，ＪＲ広島駅から広島空港の定時性向上につなげるため，平成 29 年度から，ＪＲ白市駅・空港間の主要地方道東広島本郷忠海線に凍結防止剤散布装置等の設置を進めている。 さらに，ＪＲ白市駅においては，利便性向上のため，バリアフリー化工事（跨線橋の架替，エレベーター設置等）を実施し，平成 28 年３月に工事が完了した。  (4)(4)(4)(4) 航空路線の拡充 航空路線の拡充 航空路線の拡充 航空路線の拡充 広島空港は，平成５年の開港以来，中国・四国地方の地域拠点空港として着実に成長している。 今後の国際航空ネットワークについては，東アジア・東南アジアの新規路線誘致や増便，訪日外国人の誘客など需要の拡大に資するＬＣＣの誘致・増便などを図る。 国内線については，ＬＣＣの積極的な活用及び地方空港間ネットワークの拡充に向けた取組を行う。  (5)(5)(5)(5) エアカーゴ対策の推進 エアカーゴ対策の推進 エアカーゴ対策の推進 エアカーゴ対策の推進 広島空港は，中国地方の中央部に位置しており，山陽自動車道に直結するなど，貨物の流通拠点としてのポテンシャルを有している。 今後，新たな国際貨物拠点である羽田空港や那覇空港を活用した国際エアカーゴの拡大を視野に置いた既存路線の強化及び東南アジア路線におけるカーゴの活性化に取り組む。  (6)(6)(6)(6) 空港の振興 空港の振興 空港の振興 空港の振興 官民一体となって空港の振興策を推進するため，平成６年３月に設立した広島県空港振興協議会（会長：広島県商工会議所連合会会頭，構成員：県，市町，経済団体等）を中心に，就航路線の利用促進や路線誘致などの活動を展開する。  (7)(7)(7)(7) 空港経営改革の導入 空港経営改革の導入 空港経営改革の導入 空港経営改革の導入 広島空港では，広島～東京間の航空シェア低下など取り巻く環境が厳しさを増す一方，アジアの成長を背景に経済のグローバル化が新局面を迎える中，本県の経済成長を促す役割を持続的に果たしていくために，航空系事業と非航空系事業を一体化し戦略的な空港運営の可能性を拡げる空港経営改革（一体運営・民間委託）の導入に取り組むこととし，「広島空港の経営改革に係る県の基本方針」を平成 29年３月に策定した。 これを受けて，国は平成 33 年４月の導入に向け，平成 29 年 10 月に民間投資意向調査等を実施，平成 31年２月には空港運営権者の募集を予定するなど，今後，手続きが本格化していくことから，引き続き，地域の声を反映した空港経営改革となるよう関係者と連携し，広島空港の更なる活性化を図っていく。             
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(8)(8)(8)(8) 平成30年度事業の内容                          平成 30年度事業の内容                          平成 30年度事業の内容                          平成 30年度事業の内容                          （単位：千円）    
    

        

区    分 予 算 額 事   業   内   容 直轄空港建設費等負担金 275,267 広島空港の施設更新 空港関 連 施 設 等管理費 22,827 周辺県有地の管理等 空 港 周 辺 対 策 事 業 35,130 空港周辺の環境対策等 空港県営駐車場管理費 31,086 空港県営駐車場の管理 広島空港拠点性強化事業 52,001 新規路線誘致に向けたチャーター便の運航支援，国際定期路線の需要拡大，空港アクセスの改善 等 新規国際定期路線支援事業 46,080 新規路線の立ち上がり支援 広島空港経営改革推進事業 31,320 空港経営改革に係る調査検討 空 港 振 興 事 業 16,600 官民一体による利用促進，新規路線の誘致活動等 合    計 510,311  
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参考 広島空港の定期航空路線の概要参考 広島空港の定期航空路線の概要参考 広島空港の定期航空路線の概要参考 広島空港の定期航空路線の概要    
 (1)(1)(1)(1) 国内線の現況                        国内線の現況                        国内線の現況                        国内線の現況                        （平成 30年 3月 31日 現在）    地域 路 線 航 空 会 社 便数／日 使  用  機  材 平成 29 年度旅客数 備   考 北海道 札 幌 （新千歳） 全日本空輸 ２ Ｂ７３７- ８００（１６６席） 154,836 人 Ｈ27．10.25～ （Ｓ61.3．1～） 日本航空 Ｂ７３７－８００（１６５席） H8.8．2～ 東 北 仙 台 IBEX ｴｱﾗｲﾝｽﾞ （全日本空輸） ２ ＣＲＪ７００（7０席） 81,021 人 Ｈ21.9.21～ (H４．10.25～) 東 京 成 田 IBEX ｴｱﾗｲﾝｽﾞ （全日本空輸） ２ ＣＲＪ７００（７０席） 212,350 人 H15．８．１～ 春秋航空日本 Ｂ７３７－８００（１８９席） Ｈ26．８．１～ 東 京 （羽田） 全日本空輸 １８ Ｂ７７７－２００（４０５席） Ｂ７６７－３００（２７０席） B７３７－８００（１６６席） Ｂ７８７－８（３３５席） A３２０（１６６席） A３２１（１９４席） 2,053,032 人 Ｓ37.10．14～ 日本航空 Ｈ２．７．21～ （Ｓ63.７．23～） 沖  縄 那 覇 全日本空輸 １ Ｂ７６７（２７０席） 136,005 人 Ｓ61．４．26～ ＜定期便計＞ ５路線 ４社 日２５便  2,637,244 人  チャーター便 4,567 人  〈国 内 線 合 計〉 2,641,811 人  
 (2)(2)(2)(2) 国際線の現況                                           国際線の現況                                           国際線の現況                                           国際線の現況                                           （平成 30年 3月 31日 現在） 国・地域 路  線 航 空 会 社 便数／週 使 用 機 材 平成 29 年度旅客数 備   考 韓 国 ソ ウ ル        エ ア ソ ウ ル （ ア シ ア ナ 航 空 ） ５ Ａ３２１（１９５席） 61,959 人 H28.10.20～ （Ｈ３．６．21～） 中 国 大連・北京        中 国 国 際 航 空 （ 全 日 本 空 輸 ） ５ Ｂ７３７－８００（１５７席） 39,491 人 Ｈ10．２．26～ 大連・天津 中 国 南 方 航 空 運休中 ― ― Ｈ15．４．１～ （H23．３．29～天津延伸） Ｈ24.10.1～運休 上海 中 国 東 方 航 空 （ 日 本 航 空 ） ７ Ａ３１９（１２０席） 65,827 人 Ｈ８．２．６～ （H23．７．22～成都延伸） H30.3.25～成都延伸休止 台 湾 台 北        チ ャ イ ナ エ ア ラ イ ン ７ Ｂ７３７－８００（１５８席） 99,038 人 Ｈ16．６．２～ 香   港 香     港 香港ドラゴン航空 （ｷｬｾｲﾊﾟｼﾌｨｯｸ航空） 運休中 ― 47,686 人 Ｈ27．８．16～ Ｈ28.10.30～運休 香港ｴｸｽﾌﾟﾚｽ ３ Ａ３２０（１８０席，１７４席） Ｈ27.10.27～ Ｈ28.1.28～増便 シンガポール シンガ ポール シルクエアー （シンガポール航空） ３ B７３７－Max８（１５６席） 15,558 人 H29.10.30～ ミ ク ロ ネ シ ア          グ ア ム        ユナイテッド航空 （全日本空輸） 運休中 ― ― Ｈ17.4．7～ Ｈ26.12.9～運休 ＜定期便計＞ ６路線 ６社 週３０便  329,559 人  チ ャ ー タ ー 便 3,733 人  ＜国 際 線 合 計＞ 333,292 人  
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２２２２    広島へリポートの概要 広島へリポートの概要 広島へリポートの概要 広島へリポートの概要 (1)(1)(1)(1) 広島へリポートの管理・運営  広島へリポートの管理・運営  広島へリポートの管理・運営  広島へリポートの管理・運営  平成 22 年 10 月 30 日の定期路線の撤退により，小型機専用飛行場として運営していた広島西飛行場を平成 24年 11 月 15 日付けで廃止，同日付けで広島へリポートとして供用開始し，ヘリコプター運航及び利用者の安全確保に必要なサービスを行っている。 なお，広島西飛行場の範囲でヘリポートを供用開始した後，段階的にヘリポート区域を縮小し，平成 27年４月から最終形区域での供用を開始した。また，この最終形区域での供用開始に合わせて，指定管理者制度を導入し，「日本空港コンサルタンツ・大成有楽不動産連合体」が指定管理者として管理運営を行っている。（平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日まで［５年間］） また，広島ヘリポート管理事務所の老朽化が進んでいるため，旧広島西飛行場ターミナルビルを取得し，平成 30 年度から管理事務所を移転するための改修工事等を実施する。  
   広島へリポートの概要 設 置 管 理 者 広島県 飛 行 場 の 種 類 陸上へリポート（公共用） 供 用 開 始 日 平成 24 年 11 月 15 日 施 

 設 
 概 
 要 
管 理 面 積 112,939㎡ 基  本  施  設 着 陸 帯 長さ 35m，幅 30m 誘 導 路 長さ 28m，幅９m エ プ ロ ン 20,574㎡，スポット 14 航 空 灯 火 飛行場灯台，誘導路灯，風向灯，境界灯，境界誘導路灯 通 信 施 設 対空通信施設一式 気 象 観 測 施 設 風向風速観測装置等 運 用 時 間 10時間 30分（利用時間：８時 30 分から 19時 00 分まで） 

 

 (2)(2)(2)(2) 平成30年度の事業内容                          平成 30年度の事業内容                          平成 30年度の事業内容                          平成 30年度の事業内容                          （単位：千円）    区     分 予 算 額 事 業 内 容 広 島 へ リ ポ ー ト 管 理 費 139,948 ヘリポートの管理・運営等 広島へリポート整備事業 317,714 ヘリポート管理事務所の改修工事等 計 457,662           -39-
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                    第６章 港湾・漁港第６章 港湾・漁港第６章 港湾・漁港第６章 港湾・漁港                      

   広島港海田コンテナターミナル（ガントリークレーン  広島港海田コンテナターミナル（ガントリークレーン  広島港海田コンテナターミナル（ガントリークレーン  広島港海田コンテナターミナル（ガントリークレーン 3333号機 号機 号機 号機 H30.6H30.6H30.6H30.6供用開始）供用開始）供用開始）供用開始）    
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１１１１    港湾の概要 港湾の概要 港湾の概要 港湾の概要 (1)(1)(1)(1) 港湾数 港湾数 港湾数 港湾数 瀬戸内海に面し，大小 130余の島々が散在する本県は，全国第６位の 44港（国際拠点港湾１港，重要港湾３港，地方港湾 40港）の港湾を擁し，うち県管理港湾は 27 港（国際拠点港湾１港，重要港湾２港，地方港湾 24港）を数える。     (2)(2)(2)(2) 港湾施設一覧表（港湾管理者分のみ） 港湾施設一覧表（港湾管理者分のみ） 港湾施設一覧表（港湾管理者分のみ） 港湾施設一覧表（港湾管理者分のみ）    ① 県管理港湾               ② 市町管理港湾   ① 県管理港湾               ② 市町管理港湾   ① 県管理港湾               ② 市町管理港湾   ① 県管理港湾               ② 市町管理港湾                 （平成 30年 3月 31 日 現在）              （平成 30年 3月 31 日 現在） 港 湾 名 港 格 所  在  地 港 湾 名 港 格 所  在  地 広 島 港 国際拠点 広島市,廿日市市,海田町,坂町 呉    港 重 要 呉市 福 山 港 重 要 福山市 重  要  港  湾  小  計 １ 尾 道 糸 崎 港 （ 尾 道 地 区 ） 〃 尾道市 阿 伏 兎 港 地 方 福山市 尾 道 糸 崎 港 （ 糸 崎 地 区 ） 〃 三原市 福 田 港 〃 尾道市 尾 道 糸 崎 港 （ 松 永 地 区 ） 〃 福山市 椋 浦 港 〃 〃 国 際 拠 点 港 湾 及 び 重 要 港 湾 小 計 ３ 安 芸 津 港 〃 東広島市 横 田 港 地 方 福山市 吉 悪 港 〃 呉市 千 年 港 〃 〃 小 用 港 〃 〃 佐 木 港 〃 三原市 大 迫 港 〃 〃 須 波 港 〃 〃 袋 の 内 港 〃 〃 土 生 港 〃 尾道市 大 須 港 〃 江田島市 重 井 港 〃 〃 津 久 茂 港 〃 〃 中 浜 港 〃 〃 鷲部矢の浦港 〃 〃 生 口 港 〃 〃 鹿 田 港 〃 〃 瀬 戸 田 港 〃 尾道市,三原市 内 海 港 〃 〃 忠 海 港 〃 竹原市 大 柿 港 〃 〃 竹 原 港 〃 〃 波 多 見 港 〃 呉市 川 尻 港 〃 呉市 奥 の 内 港 〃 〃 木 江 港 〃 大崎上島町 地  方  港  湾  小  計 １６ 鮴 崎 港 〃 〃 合 計 １７ 大 西 港 〃 〃 御 手 洗 港 〃 呉市 蒲 刈 港 〃 〃 釣 士 田 港 〃 〃 小 用 港 〃 江田島市 鹿 川 港 〃 〃 中 田 港 〃 〃 三 高 港 〃 〃 厳 島 港 〃 廿日市市 大 竹 港 〃 大竹市 地 方 港 湾 小 計 ２４   合 計 ２７       (3)(3)(3)(3) 港湾の整備方針 港湾の整備方針 港湾の整備方針 港湾の整備方針 平成 27年度に策定した「広島県みなと・空港振興プラン 2016」に基づき，「みなと振興の重点化」「港湾・漁港施設の有効活用」「港湾・漁港施設の適正な維持管理」の３つの基本方針を基に実施計画を策定し，事業を推進する。 【広島県みなと・空港振興プラン 2016】      計画期間：平成 28年度～平成 32年度（5年間） 投資予定額：概ね 370億円 -43-



 

(4)(4)(4)(4) 平成 30年度事業の内容                         平成 30年度事業の内容                         平成 30年度事業の内容                         平成 30年度事業の内容                             （単位:千円） 事業名 事 業 種 別 事 業 内 容 予算額 

港    湾     事     業 

公    共 
港 湾 改 修 事 業 広島港（広島市）など３港の防波堤，臨港道路等の工事 （公共関連費含む） 2,529,500 港湾環境整備事業 尾道糸崎港（三原市）など２港の緑地等の工事 （公共関連費含む） 276,000 港 湾 補 修 事 業 福山港（福山市）など５港の岸壁等の補修工事 393,000 港整備交付金事業 厳島港（廿日市市）など４港の浮桟橋，防波堤等の工事 1,600,000 国直轄事業負担金 （ 港 湾 事 業 ） 広島港・尾道糸崎港及び福山港の岸壁等の国直轄事業負担金 ［1,580,000］ 677,000 [ ]は直轄事業費 計  5,475,500 単独 港 湾 改 良 事 業 公共事業の補完整備や緊急に整備を要するものの工事 1,536,000 維持 港 湾 維持 修繕 費   浮桟橋等の港湾施設及び護岸，堤防，防潮扉等の海岸保全施設の補修・点検等や沈廃船処理等 961,161 そ    の    他 市町土木工事受託費，放置艇実態調査等 516,928 一般会計合計  8,489,589 

特    別   会    計 
荷捌施設整備事業 ○ 広島港関係 ・ 出島地区 ・ 五日市地区 ○ 厳島港関係  ・ 宮島口地区 １，８３０，０００ １０８，５００ １，７２１，５００ １６４，０００ １６４，０００ 1,994,000 広 島 港 運 営 費 広島港の管理・運営に要する費用 1,158,194 尾道糸崎港運営費 尾道糸崎港の管理・運営に要する費用 58,988 福 山 港 運 営 費 福山港の管理・運営に要する費用 166,950 港 湾 振 興 事 業 広島港，福山港などのポートセールス活動等に要する費用 19,875 造成地分譲促進事業 臨海土地造成地に係る分譲経費等に要する費用 49,014 公  債  費 港湾施設整備等のために借り入れた県債を償還するための費用 11,693,064 諸 支 出 金 港湾整備事業基金積立金等 200,068 特別会計合計  15,340,153 合        計  23,829,742                                     -44-



 

(5)(5)(5)(5) 主な港湾整備事業の概要 主な港湾整備事業の概要 主な港湾整備事業の概要 主な港湾整備事業の概要 ①①①① 国際拠点港湾広島港の整備 国際拠点港湾広島港の整備 国際拠点港湾広島港の整備 国際拠点港湾広島港の整備 (ア)(ア)(ア)(ア) ねらい ねらい ねらい ねらい 国際物流・国際交流拠点を担う中核国際港湾として，必要な港湾施設の整備を行い，国際拠点港湾広島港のグローバルゲートウェイ機能を強化する。 
 （イ）平成 30年度の予算額             （イ）平成 30年度の予算額             （イ）平成 30年度の予算額             （イ）平成 30年度の予算額                                                           （単位:千円）    区  分 事 業 内 容 予 算 額 備考 五 日 市 地 区 県 事 業 臨港道路等 2,763,500  宇品・出島地区 直轄事業 耐震強化岸壁等 270,000 県負担金 （事業費 600,000） 県 事 業 港湾関連用地造成等 388,500  海 田 地 区 直轄事業 岸壁補強 202,500 県負担金 （事業費 450,000） そ の 他 県 事 業 防波堤，補修等 594,000  計 4,218,500  
 ②②②② 重要港湾尾道糸崎港の整備 重要港湾尾道糸崎港の整備 重要港湾尾道糸崎港の整備 重要港湾尾道糸崎港の整備 (ア)(ア)(ア)(ア) ねらい ねらい ねらい ねらい 尾道糸崎港は，県東部の物流・人流の拠点を目指し，輸入木材の取扱拠点港としての機能強化を図るとともに，ウォーターフロント空間の創出などの新たな要請に対応した施設整備を進める。 
 (イ)(イ)(イ)(イ) 平成 30年度の予算額             平成 30年度の予算額             平成 30年度の予算額             平成 30年度の予算額                                                              （単位:千円）    区  分 事 業 内 容 予算額 備  考 機 織 地 区 直轄事業 航路(－12ｍ) 泊地(－12ｍ)等 74,000 県負担金 （事業費 240,000） 貝 野 地 区 県 事 業 浚渫土受入等 170,000  そ の 他 県 事 業 小型船だまり等 229,000  計 473,000                                            
 ③③③③ 重要港湾福山港の整備 重要港湾福山港の整備 重要港湾福山港の整備 重要港湾福山港の整備 (ア)(ア)(ア)(ア) ねらい ねらい ねらい ねらい 広島県東部地域の物流，産業の拠点として，物流需要の増大，輸送の効率化等に対応するため，グローバルゲートウェイ機能の強化や航路機能の回復を推進するとともに，快適な港湾空間の形成を図る。 

 (イ)(イ)(イ)(イ) 平成 30年度の予算額             平成 30年度の予算額             平成 30年度の予算額             平成 30年度の予算額                                                        （単位:千円）    区   分 事 業 内 容 予算額 備 考 箕沖・箕島地区 直轄事業 岸壁，航路・泊地等 130,500 県負担金 （事業費 290,000） 鞆 地 区 県 事 業 護岸整備等 369,000  そ の 他 県 事 業 補修等 156,500  計 655,500              -45-



 

(6)(6)(6)(6) 港湾の振興 港湾の振興 港湾の振興 港湾の振興 ①①①① ねらい ねらい ねらい ねらい 広島港・福山港の中国・四国地域におけるグローバルゲートウェイ（世界に開かれた玄関口）としての機能強化を図るため，引き続き，積極的なポートセールスを実施する。 さらに，広島港においては，平成 29 年４月から出島・海田コンテナターミナルについて，民間の経営手法を活かした運営を（株）ひろしま港湾管理センター（港湾運営会社）が行うことにより，航路拡充や貨物量の増大を目指す。 このほか，クルージングや大型客船の寄港を促進し，みなとの賑わいを形成する。 ②②②② 事業の概要及び平成 30年度の予算額 事業の概要及び平成 30年度の予算額 事業の概要及び平成 30年度の予算額 事業の概要及び平成 30年度の予算額                   （単位：千円） 区 分 事 業 内 容 予算額 振興協会助成事業 広島港振興協会，東部港湾振興協会への助成 （利用促進，広報宣伝） 4,800 ポートセールス強化事業 ・新規航路開設やコンテナ取扱貨物量の増加に向けた助成制度の実施 ・海外ポートセールス，国内ポートセールスの展開 12,086 瀬戸内海クルージング促進事業 ・クルージング需要の掘り起こし（瀬戸内クルージングポータルサイト運営） ・大型客船の誘致・受入体制の充実（客船寄港時のおもてなし実施） 89,256  ③③③③ 広島港，福山港の利用状況等       ④ 広島港，福山港の利用状況等       ④ 広島港，福山港の利用状況等       ④ 広島港，福山港の利用状況等       ④ 平成 29 年度広島港クルーズ客船寄港回数平成 29 年度広島港クルーズ客船寄港回数平成 29 年度広島港クルーズ客船寄港回数平成 29 年度広島港クルーズ客船寄港回数        海外定期航路の状況      （平成 30年３月現在）  港 名 航路名 便 数  ふ頭名 水深等 寄港 回数 広島港 韓国航路 週 10便 宇品外貿 中小型客船対応 33回 中国航路 週６便 水深-10m 台湾・東南アジア航路 週１便 五日市 大型客船対応 15回 台湾航路 週１便 水深-12m，-11m 北米航路 月１便 合計 ― 48回 福山港 韓国航路 週５便 中国航路 週６便 台湾・東南アジア航路 週１便  (7)(7)(7)(7) 港湾整備事業造成地等分譲事業 港湾整備事業造成地等分譲事業 港湾整備事業造成地等分譲事業 港湾整備事業造成地等分譲事業 港湾整備事業による造成地等について，それぞれの処分計画に基づき，早期に分譲を進める。           （平成 30年３月現在） 分 譲 地 用 途 面  積 分譲率 c/b 分譲計画 a 竣功済 b 分譲済 c 未分譲 b-c 広島港元宇品地区 企業移転ほか 1.7ha 1.7ha 1.7ha － 100.0% 広島港宇品内港地区 商業施設ほか  15.5ha 15.5ha 15.5ha － 100.0% 広 島 港 出 島 地 区 保管施設ほか 44.0ha 18.3ha 18.3ha － 100.0% 広島港五日市地区 企業移転ほか 46.1ha 29.7ha 29.7ha － 100.0% 広島港廿日市地区 港湾関連  13.0ha 13.0ha 13.0ha － 100.0% 大 竹 港 晴 海 地 区 商業施設ほか  13.3ha 13.3ha  8.7ha  4.7ha 64.9% 尾道糸崎港松浜地区 港湾関連ほか 4.7ha 3.6ha 3.2ha 0.4ha 88.9% 福 山 港 内 港 地 区 大学設置ほか 4.9ha 4.9ha 4.9ha － 100.0% 合    計  143.2ha 100.1ha 95.0ha 5.1ha 95.0%    ※分譲済面積には，事業用定期借地での分譲面積を含む。 -46-



 

２２２２    漁港の概要 漁港の概要 漁港の概要 漁港の概要 (1)(1)(1)(1) 漁港数 漁港数 漁港数 漁港数 漁業活動の基盤である広島県下の漁港は 44漁港が指定されており，そのうち第三種漁港は１漁港のみで，第二種漁港が 18漁港，第一種漁港が 25漁港と小規模な漁港が多い。     (2)(2)(2)(2) 県内漁港一覧表 県内漁港一覧表 県内漁港一覧表 県内漁港一覧表 ①①①① 県管理漁港                  ② 市町管理漁港 県管理漁港                  ② 市町管理漁港 県管理漁港                  ② 市町管理漁港 県管理漁港                  ② 市町管理漁港                      （平成 30年 3月 31日 現在）                        (平成 30年 3月 31 日 現在) 漁港名 種類 所  在  地  漁港名 種類 所  在  地  草 津 第三種 広島市  阿 多 田 第二種 大竹市 第 三 種 漁 港 小 計 １  玖 波 〃 〃 音 戸 第二種 呉市  畑 〃 江田島市 安 浦 〃 〃  柿 浦 〃 〃 倉 橋 〃 〃   美 能 〃 〃 豊 島 〃  〃  深 江 〃 〃 吉 和 〃 尾道市  第 二 種 漁 港 小 計 ６ 走 〃  福山市  大 屋 第一種 呉市 平 〃 〃  情 島 〃 〃 横 田 〃 〃  大 地 蔵 〃 〃 箱 崎 〃 〃  田 原 〃 〃 地 御 前 〃 廿日市市  長 谷 〃 〃 塩 屋 〃 〃  原 〃 〃 沖 浦 〃 大崎上島町  竹 原 〃 竹原市 第 二 種 漁 港 小 計 １２  能 地 〃 三原市 五 日 市 第一種 広島市  須 波 〃 〃 第 一 種 漁 港 小 計 １  大 町 〃 尾道市 合 計 １４  串 浜 〃 〃      海 老 〃 〃  泊 〃 〃 
    

 干 汐 〃 〃  立 花 〃 〃 
 

西 浦 〃 〃 鏡 浦 〃 〃 福 山 〃 福山市 大 芝 北 〃 東広島市 大 芝 南 〃 〃 上 ノ 浜 〃 廿日市市 梅 原 〃 〃 丸 石 〃 〃 世 上 〃 江田島市 第 一 種 漁 港 小 計 ２４ 合 計 ３０ 
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 (3)(3)(3)(3) 漁村事業（漁業集落環境施設整備） 漁村事業（漁業集落環境施設整備） 漁村事業（漁業集落環境施設整備） 漁村事業（漁業集落環境施設整備） 漁港区域背後地域の生活環境の向上のため，生活雑排水の処理を行う漁業集落排水施設整備や地域の憩いの場となる公園整備，狭隘な集落道路を改善することにより水産業を核とした快適で潤いのある豊かなまちづくりを推進する。  (4)(4)(4)(4) 漁港の整備方針 漁港の整備方針 漁港の整備方針 漁港の整備方針 漁港に関連する事業は，農林水産局にて平成 22年度に策定した「2020 広島県農林水産業チャレンジプラン」が目指す，産業として自立できる水産業の確立に向けて，より経営力の高い担い手の育成や農山漁村地域の暮らしの安全安心の確保に資する漁港施設等の基盤整備を進める。具体的には，実施計画である「広島県みなと・空港振興プラン 2016」に基づき事業を推進していく。     (5)(5)(5)(5) 平成 30年度事業の内容                            平成 30年度事業の内容                            平成 30年度事業の内容                            平成 30年度事業の内容                            （単位：千円）    事業名 事 業 種 別 事業 主体 施  行  計  画  量  等 予算額 
漁       港       事       業 

公     共 
地域水産物供給基盤 整備事業(機能保全) 県 草津漁港外の老朽化した漁港施設の補修工事 279,300 市 町 阿多田漁港外の老朽化した漁港施設の補修工事 22,000 地域水産物供給基盤 整備事業(機能強化) 県 草津漁港で既存の漁港施設の耐震対策工事 63,000 漁業集落環境整備事業 市 町 横田地区外において集落排水施設等の事業促進 69,500 港 整 備 交 付 金 事業 県 倉橋漁港外で防波堤・浮桟橋等の整備 346,500 市 町 串浜漁港外で防波堤等の整備 78,750 計  859,050 単独 漁 港 改 良 事 業 公共事業の補完整備やそれに必要な調査設計 64,000 五 日 市 漁 港 多 目 的 利 用 施 設 整 備 事 業 五日市漁港フィッシャリーナ整備負担金 94,545 計  158,545 維持 漁 港 維 持 修 繕 費 漁港施設及び漁港海岸保全施設の維持修繕等 84,164 他 県 管 理 漁 港 管 理 費 県管理漁港の管理・運営に要する経費 11,514 一 般 会 計 合 計  1,113,273 特別会計 五 日 市 漁 港 利 用 調 整 施 設 運 営 費 五日市漁港フィッシャリーナの管理・運営に要する費用 13,740 特 別 会 計 合 計  13,740 合        計  1,127,013         -48-



 

３３３３    検潮所設置状況 検潮所設置状況 検潮所設置状況 検潮所設置状況 瀬戸内海は干満の差が極めて大きいことから，県内各地の潮位を継続的に観測して，工事用基準面，高潮堤防天端高等の適正な設定を図ることとする。           （平成 30年 3月 31日 現在） 

注 上段（ ）書は，計器更新年月である。  ４４４４    海域の管理 海域の管理 海域の管理 海域の管理 (1)(1)(1)(1) 公有水面埋立免許 公有水面埋立免許 公有水面埋立免許 公有水面埋立免許 海面の埋立ては，公有水面埋立事務取扱要領により事務の合理化に努めているところであるが，土地利用上の必要性（国土の保全），環境の保全等を厳正に審査し，調和のとれた免許を行う。 
 (2)(2)(2)(2) 港湾区域，漁港区域及び一般海域の管理 港湾区域，漁港区域及び一般海域の管理 港湾区域，漁港区域及び一般海域の管理 港湾区域，漁港区域及び一般海域の管理 港湾法及び漁港漁場整備法に基づき，港湾区域及び漁港区域のより適正な管理に努めるとともに，一般海域についても，広島の海の管理に関する条例及び広島県プレジャーボートの係留保管の適正化に関する条例に基づき，活用と保全との調和のとれた秩序ある海域の利用を図る。 

 

検 潮 所 名 所  在  地 検 潮 器 型 式 設 置 年 月 
 呉 港 

 尾道糸崎港尾道地区 
   〃   糸崎地区 
 大 竹 港 
 広 島 港 
 柿 浦 漁 港 
 倉 橋 漁 港 
 竹 原 港 
 御 手 洗 港 
 木 江 港 
 土 生 港 
 横 田 港 
 福 山 港 

 呉市阿賀南七丁目 
 尾道市西御所町 
 三原市城町三丁目 
 大竹市晴海二丁目 
 広島市南区宇品海岸二丁目 
 江田島市大柿町柿浦 
 呉市倉橋町海越 
 竹原市塩町一丁目 
 呉市豊町久比 
 豊田郡大崎上島町木江 
 尾道市因島田熊東町 
 福山市内海町曽根 
 福山市引野町沖浦 

 フース型ＤＦＴ－３型 
 フース型ＤＦＴ－３型 
 水晶水圧式 
     〃 
 フース型ＤＦＴ－３型 
 フース型 DＦＴ－３型 
 フース型 DＦＴ－３型 
 フース型ＬＦＴ－Ｖ型 
     〃 
 水晶水圧式 
 フース型ＤＦＴ－３型 
 水晶水圧式 
 フース型ＤＦＴ－３型 

（Ｈ22．7） Ｓ26．２ （Ｈ23．3） Ｓ26．９ （Ｈ19．10） Ｓ26．４ （Ｈ26．3） Ｓ25．４ （H24．2） Ｓ25．４ （Ｈ24．3） Ｓ26．２ （Ｈ28．1） Ｓ26．12 （Ｈ9．3） Ｓ25．12 （Ｈ10．3） Ｓ26．１ （H11．3） Ｓ30．１ （Ｈ27．3） Ｓ25．12 （Ｈ11．3） Ｓ28．６ （Ｈ22．7） Ｓ43．５ 
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